
　有給休暇の取得率上昇と昭和的労働観

◆年次有給休暇の取得率は 10 年で急上昇
厚生労働省から令和６年「就労条件総合調査」の結果が公表
されました。
令和５年の１年間に企業が付与した年次有給休暇（繰越日数
を除く。）の取得率は 65.3％（同 62.1％）となり、昭和 59
年以降最も高くなっています。10 年ほど前には 40％台後半
でしたので、実に 20 パーセントポイントほども急上昇して
いることになります。

◆体にしみ込んだ昭和的労働観のせい？
こうした流れの中で、職場の管理職の中には「最近の若い者
は休みばっかり取っている」と感じる向きがあるかもしれま
せん。
もしかすると、それは体にしみ込んでしまった昭和的労働観
によるものかもしれません。
単に職場に居たり、長時間労働＝美徳とするような、実際の
生産性や成果よりも、職場にいることを偏重するという意味
での昭和的労働観です。

このような労働観に職場が凝り固まっている（意識している・
いないにかかわらず）のは問題がありますが、一方で、その
場にいないとコミュニケーションが不足したり報連相がス
ムーズにいかなくなるのも事実でしょう。新しい連絡ツール
などがいろいろと登場しているとはいえ、その場にいること、
リアルな対面での情報交換の重要性が消えてなくなることは
ないでしょう。
何事もバランスの問題かもしれません。バランスの取れた判
断をするためには職場のリーダーや管理者の意識が重要とな
ります。「会社の売上が減っているのに休みばっかり取って
…」と不満を抱えて憂鬱になるより、売上減の要因を探って
対策を考えるほうが建設的でしょう。

◆社内規程のアップデートも忘れずに
時代に適合しない企業は生き残れません。リーダーの考え方

介護職員等処遇改善加算の取得要件のうち、キャリアアップ
要件と職場環境等要件について弾力化がなされます。
さらに申請様式の簡素化として、要件を満たしているかを
チェックリスト形式で確認する方法が導入されます。

◆２月の申請受付分から適用開始
　第 243 回社会保障審議会介護給付費分科会（令和６年 12
月 23 日）にて、これらの特例措置が示されて以降、詳細は
まだ明らかにされていません。
　令和７年度介護職員等処遇改善加算の申請に向けて、最新
情報をチェックしておきましょう。

【厚生労働省「第 243 回社会保障審議会介護給付費分科会
（web 会議）資料」】
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_47059.html
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にアップデートの余地がないか、ちょっと立ち止まって考え
てみるのも有益かもしれません。もちろん、就業規則などの
社内規程のアップデートも忘れずにしておきましょう。

【厚生労働省「令和６年就労条件総合調査　結果の概況」】
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/
24/index.html

　令和７年介護職員等処遇改善加算に
　おける特例措置について

◆介護職員の賃上げ・定着が急務
　令和６年の介護事業者の倒産件数は全国で 172 件と、介護
保険制度発足以降最多となりました。介護報酬改定による影
響なども指摘され、政府は「国民の安心・安全と持続的な成
長に向けた総合経済対策」（令和６年 11 月 22 日閣議決定）
にて、人手不足の解消や職員の定着を図るための包括的な取
組みとして、令和６年度補正予算に補助金の支給を盛り込み
ました。
　また、令和７年介護職員等処遇改善加算の申請において特
例措置も講じられます。

◆さらなる賃上げ等を支援するための補助金
　補助金は、「介護職員等処遇改善加算」を取得している事
業所を対象に交付されます。
交付の条件は、生産性向上や職場環境改善に向けた具体的な
取組みのための計画を策定し、都道府県に提出することです。
補助金の交付を受けた場合の実績報告書の提出も必要となり
ます。

◆さらなる処遇改善加算の取得促進のための要件弾力化
　もう１つの特例措置は、さらなる処遇改善加算の取得促進
のための要件弾力化です。
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　　今月の税務と労務の手続

1 日
○　贈与税の申告受付開始＜３月１５日まで＞［税務署］

10 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］

17 日
○　所得税の確定申告受付開始＜３月１５日まで＞［税務署］
※なお、還付申告については２月１４日以前でも受付可能。

28 日
○　じん肺健康管理実施状況報告の提出［労働基準監督署］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提
　　出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）
　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］
○　固定資産税・都市計画税の納付＜第４期＞
　　［郵便局または銀行］
　　※都・市町村によっては異なる月の場合がある。
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